
養⼦縁組の⽀援に関する養⼦・養親へのアンケート調査を、
厚⽣労働省補助事業で複数団体協⼒のもと初実施

〜養⼦縁組の成⽴後、何らかの⽀援が重要だとする養⼦・養親は概ね7割を超える〜
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HITOTOWA INC. 「HITOTOWAこども総研」（東京都⽬⿊区、代表取締役：荒昌史）は、令和4年度
厚⽣労働省⼦ども家庭局 ⼦ども・⼦育て⽀援推進調査研究事業において、5団体の協⼒のもと、養⼦縁組の
⽀援に関する養⼦・養親へのアンケート調査を初めて実施しました。
●調査結果の詳細（URL）：https://hitotowa.jp/information/post-13729/（特別養⼦縁組推進のための
環境整備に関する調査研究報告書）

■養⼦縁組の成⽴後、何らかの⽀援が重要だとする養⼦・養親は概ね7割を超え、必要だと思う⽀援
の内容は、養⼦の年代に応じて変化する

■⾃分の出⾃に関する情報を得ようと思った経験があるのは養⼦で7割を超え、出⾃に関する情報へ
のアクセスについて今後必要だと思う⽀援は「情報を探したり、問い合わせたりする際のサポー
ト」が最も多く、養⼦で約6割、養親で7.5割に上る

本件に関するお問い合わせ 》HITOTOWA こども総研 TEL：03-4570-1297 E-mail：kodomosouken@hitotowa.jp

⼦どもが、さまざまな事情により、⽣まれた家庭とは別の家
庭で法的な親⼦関係を結び、育つことができる「特別養⼦縁組
制度」は、⼦どもに永続的かつ安定した養育環境を保障するた
めに、選択肢としての積極的な活⽤が期待されています［1］。
令和元年には特別養⼦縁組制度が改正され、特別養⼦縁組の対
象年齢［2］の拡⼤や家庭裁判所の⼿続きの合理化による養親候
補者の負担軽減が図られました。⼀⽅で、特別養⼦縁組の成⽴
後における養⼦・養親への⽀援は⼗分ではなく、⾃治体への⾥
親登録の有無や転居等によっても、⽀援機関との関わりが途切
れてしまうことが課題となっています。

そこで、養⼦縁組当事者の視点で縁組成⽴前後における望ましい⽀援のあり⽅を検討するため、本調査を
実施しました。 2023年6⽉16⽇（⾦）には、本調査に関する報告会（オンライン）も実施します。

調査結果のポイント

本調査では、養⼦縁組の成⽴後における養⼦・養親の⽀援ニーズが多様であることのほか、「真実告知に
関する相談」は養⼦・養親ともに就学前・⼩学⽣の年齢で半数以上が、「出⾃やルーツ探しに関すること」
「⽣い⽴ちの整理」については中学⽣以上の年齢で養⼦の約半数が重要だと感じていることが明らかとなり
ました。また実⽅の⽗⺟やきょうだい・親族との交流については、養親では就学前のニーズがより⾼く、養
⼦では⾼校⽣等の年代でニーズがより⾼い傾向となっています。
出⾃に関する情報については、実⽅の⽗⺟に関して記録を望む項⽬も養⼦・養親により違いが⾒られます

が、「⽒名」や「⽣年⽉⽇」、「健康状態・既往歴」や「⼦ども・養親から実⽅の⽗⺟への連絡の可否に係
る希望」等が上位となっており、⽀援機関ではこうした項⽬を確実に記録していくことが求められています。

HITOTOWA(2020)によれば、養⼦への成⽴から6ヶ⽉経過以降の⽀援として「ルーツ探しへの対応」を
⾏っている児童相談所は約3割、⺠間あっせん機関は約4割となっており、出⾃を知る権利を保障する観点か
ら、記録の作成だけでなく保管、開⽰、アクセス⽀援等に関するルール化や体制整備も望まれています。

養⼦縁組成⽴後の⽀援は、あっせんを受けた機関にかかわらず継続的に提供されることが必要であり、⾃
治体を超えた転居があることを前提として各機関が連携して⽀援を⾏うことも重要です。弊社では、今後も、
当事者の視点から⽀援のあり⽅を検討できるよう、調査研究等に取り組んでまいります。

養⼦縁組の成⽴後における継続的な⽀援の必要性

https://hitotowa.jp/information/post-13729/


調査結果（抜粋、グラフは報告書より⼀部加⼯）

（養子：n=19、養親：n=28）

1｜養⼦縁組の成⽴後、養⼦の年代ごとに重要だと思う⽀援の有無

• 調査名：養⼦縁組の⽀援に関する養⼦・養親アンケート調査
• 調査対象：18歳以上の養⼦及び 18歳以上の⼦ども(養⼦)がいる養親
• 調査⽅法：⾸都圏で活動を⾏う、養⼦縁組当事者団体及び平成 16 年以前(18 年以上前)にあっせん事業

を開始した⺠間あっせん機関の合計5団体を通じて、対象者にWEBアンケートへの回答を依頼した。
• 調査実施期間：令和4年10⽉21⽇〜令和4年12⽉5⽇
• 配布数：養⼦（178）、養親（134）
• 回答数：養⼦（19）、養親（28）
• 回答率：養⼦（10.7%）、養親（20.9%）
• 調査協⼒団体：特別養⼦縁組家庭⽀援団体「Origin」／特別養⼦縁組グミの会／絆の会／環の会／⽇本
国際社会事業団(ISSJ)

• 調査結果の詳細（URL）：https://hitotowa.jp/information/post-13729/（特別養⼦縁組推進のための
環境整備に関する調査研究 報告書）

※利⽤した制度は、養⼦では「特別養⼦縁組」が100%、養親では「特別養⼦縁組」が92.9%、「普通養⼦縁組」が
3.6%、「わからない」が3.6%だった。養⼦縁組の仲介機関は、養⼦では「医療機関以外の⺠間団体」が63.2%、「児
童相談所」が21.1%、「医療機関」が5.3%、「わからない」が10.5%、養親では「医療機関以外の⺠間団体」が
67.9%、「児童相談所」が17.9%、「医療機関」が7.1%、「わからない・その他」が7.2%だった。
※各グラフの構成⽐は、⼩数点以下第2位を四捨五⼊しているため、必ずしも合計が100とはならない点に留意が必要
である。

調査概要

https://hitotowa.jp/information/post-13729/


（養子：n=19、養親：n=28）

2｜養⼦縁組の成⽴後、養⼦の年代ごとに重要だと思う⽀援（複数回答）

養⼦

※「実方の父母との交流」及び
「実方のきょうだい・親族との交
流」には、手紙やメール等での連
絡を含む。



養親

※「お子様の実方の父母との交
流」及び「お子様の実方のきょう
だい・親族との交流」には、手紙
やメール等での連絡を含む。



（養子：n=19、養親：n=28）

3｜⾃分（養⼦の場合）・⼦ども（養親の場合）
の出⾃に関する情報を得ようと思った
経験の有無

（養子：n=19、養親：n=28）

5｜実⽅の⽗⺟に関して必要だと思う記録（複数回答）

4｜出⾃に関する情報へのアクセスに
ついて、今後必要だと思う⽀援（複数
回答）

（養子：n=19、養親：n=28）

※「健康状態・既往歴」には、アレルギー情報・遺伝性疾患・体質等を含む。また、「養親から実方の父母への連絡
の可否にかかる希望」には、子どもに重大な疾患があり協力が必要な場合等を含む。

養⼦ 養親



⼦どもが家庭で健やかに育つことができる社会の仕組みづくりに貢献するため、調査研究を通じた課題把握
と改善施策の提案、およびその発信に取り組んでいます。主に社会的養護における⾥親・養⼦縁組による家
庭養育の推進、地域における⼦ども⽀援・保護者⽀援の推進等のテーマに注⼒しています。

HITOTOWA こども総研について

名称：HITOTOWA INC.
住所：東京都⽬⿊区⽬⿊本町5-14-14 ステアズ武蔵⼩⼭21
設⽴：2010年12⽉24⽇
代表取締役：荒 昌史
事業概要：ネイバーフッドデザイン／ソーシャルフットボール／HITOTOWA こども総研／CSR・CSVコン
サルティング
WEBサイト：https://hitotowa.jp/

組織概要

本件に関するお問い合わせ 》HITOTOWA こども総研 TEL：03-4570-1297 E-mail：kodomosouken@hitotowa.jp

●お申し込みフォーム：
https://forms.gle/8JEPCid2WMiVHJnPA

ご参加希望の報道関係者の⽅は、事前に下
記の窓⼝までお問い合わせください。

本調査に関する報告会の開催

［1］児童相談所運営指針によれ
ば、右図のとおり、援助⽅針を検
討する項⽬の⼀つとして特別養⼦
縁組を積極的に組み⼊れることが
求められています。

［2］法改正前は、特別養⼦縁組
の成⽴の審判申⽴て時の年齢が原
則6歳未満とされていましたが、
改正により、原則15歳未満(15歳
に達する前から養親候補者が引き
続き養育かつ、やむを得ない事由
により15歳までに申⽴てできな
かった場合は例外)に緩和され、
また審判確定時に18歳未満であ
ることとされました。

参考資料
HITOTOWA（2020）特別養⼦縁組制度の改正を踏まえた年齢要件の緩和及び⼿続の改正に係る事例に対す
る⽀援のあり⽅に関する調査研究 報告書
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